第５章　計画の推進体制と評価
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Ⅰ　計画の推進体制

目標実現のための施策を円滑に推進するため、県は、県民の健康の保持の推進に関しては市町、保険者等と、医療の効率的な提供の推進に関しては、医療機関等と相互に連携・協力を行える体制づくりに努めます。
１　市町との連携協力

　　市町は、国民健康保険の保険者として、特定健診・特定保健指導を実施するだけでなく、住民に対する食生活・運動等に関する情報提供や普及啓発をはじめとする総合的な健康増進対策を行うなど、住民の健康の維持の推進に大きな役割を担うこととなります。
　　また、介護保険の保険者として、療養病床から転換する介護保険施設、その他の介護サービスの基盤整備を担っています。

　　県では、市町が実施する保健事業等の円滑な実施を支援し、県民の健康づくりを推進するため、市町への積極的な情報提供を行うとともに、介護サービスの受け皿づくりを推進するなど、施策の実施に当たり、相互に連携・協力を行います。
２　医療保険者との連携協力

　　　　　医療保険者は、特定健診・特定保健指導の実施主体として、５年ごとに特定健診等の実施計画を策定し、市町等の健康増進対策と連携して、計画に沿った積極的な生活習慣病対策に取り組むこととなります。
　　　　　県では、積極的な生活習慣病予防対策等を推進するとともに、保険者協議会等と連携し、医師・保健師・管理栄養士等に対する研修の開催や情報交換などにより、各医療保険者が実施する特定健診・特定保健指導等の円滑な実施を促進します。

３　医療機関との連携協力

　　　　　医療機関は、各医療機関が担う役割の明確化や在宅医療の推進など、医療連携体制の強化により、医療の効率的な提供の推進を積極的に図っていきます。
　　　　　県では、医師会、歯科医師会、看護協会等の関係団体と協力し、かかりつけ医、かかりつけ歯科医への受診に関する県民啓発等に取り組むなど、医療の役割分担と連携を促進します。
　　　４　県民との連携協力
　　　　　県民一人ひとりが、生活習慣病の予防を自らの問題として自覚し、自らの健康は自ら守るとの意識のもと、若い時期から適正な食生活、運動、禁煙などに留意した生活を送ることが大切であり、そのためにも、定期的に適切な健康診断を受診することが必要です。

　　　　　県では、健康診断受診率の向上や適度な運動習慣の定着、禁煙サポートの推進など、県民の健康づくりを支援していくとともに、かかりつけ医への受診の啓発や地域での分かりやすい医療機関の情報提供などに努めていきます。

　　　　　また、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域住民等による見守りサービスの提供を促進します。
　　Ⅱ　計画の進行管理と評価
　　　１　計画の進行管理
　　　　　医療費適正化計画における目標の達成状況については、「医療費適正化推進会議」において関係各課との連携を密にし、関係計画と整合を図りながら進行管理します。

　　　　　なお、関係計画における進行管理は次のとおりです。
（１）住民の健康の保持の推進に関すること
　　　　　　特定健診・特定保健指導の実施率、メタボリックシンドロームの該当者・予備群の減少率、生活習慣病の予防等に関する取組みなど「元気な福井の健康づくり応援計画」に関することは、福井県健康づくり推進協議会で進行管理します。

（２）医療の効率的な提供の推進に関すること
医療の役割分担と連携、在宅医療に関する取組みなど「保健医療計画」に関することは、福井県医療審議会で進行管理します。
療養病床の病床数や地域ケアに関する取組みなど「地域ケア体制整備構想」、「介護保険事業支援計画」に関することは、福井県社会福祉審議会老人福祉専門分科会で進行管理します。

　　　２　計画の評価

定期的に計画の達成状況を点検し、その結果に基づいて必要な対策を実施するＰＤＣＡサイクル（Ｐｌａｎ、Ｄｏ、Ｃｈｅｃｋ、Ａｃｔｉｏｎ）に基づく管理を行います。
（１）中間年度の進捗状況の評価
　　　計画の作成年度の翌々年度である平成２２年度に中間評価として計画の推進に関する評価を行い、その結果を公表します。

（２）実績の評価

　　　計画期間終了の翌年度である平成２５年度に目標の達成状況を中心とした実績評価を行い、その結果を公表します。

（３）評価結果の活用

ア　計画期間中の見直し

中間評価を踏まえ、必要に応じ、達成すべき目標値の設定、目標を達成するために取り組むべき施策等の内容について見直し、計画の変更を行います。
イ　次期計画への反映
中間評価の翌々年度（平成２４年度）は、第２期医療費適正化計画の策定作業を行うことから、当該評価結果を反映していきます。
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